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単親家族の生活実態調査

高知市の母子 ・父子家庭の場合

西 村 洋 子

1.問 題の所在 と調査の 目的

単親家族(sing王eparentfamily)は,死 亡,離 婚,遺 棄,別 居,未 婚出産

などの理 由に より配偶者を持たない母親 または父親 とその子 どもとで構成 さ

れ る。普通は母子家庭,父 子家庭 などと称 され る。通常の社会では父母 とも

に揃 った両親家族が,ご くあた りまえで正常な家族構造 と機能を有するとみ

なされる。父親か母親 の欠如や不在は異常であ り,家 庭生活運営上にさまざ

まな障害や困難が生 じやすい とみ られるのである。

実際,今 日の単親 家族間=題はきわめて大 きな社会問題であろ う。 もちろん

単親家族 とい う現象 とその問題 は目新 し くはない。 しかし,単 親および単親

家族を形成 させる原因は,多 様化 し,複 雑化 し,激 化 して,き わめて現代社

会状況を反映 してい る。単親家族生活にかかわる障害や問題の特徴,あ るい

はそれ らの顕在化 もす ぐれて今 日の社会の産物である。

産業化や都市化の進展,社 会的流動性の増大か ら,人 々の個人主義あるい

は生 き方の選択や多様性は増大 し,単 親家族形成の背景がす ぐれて醸成 され

てぎた といえる。核家族化 と直系的拡大家族減少化の趨勢,親 族的共同や結

合性 の弱ま りなどに,以 前 より容易な家族解体の素地がみ られる とともに,

形成 された単親家族の損失 もより大 きい ともい}る 。直系的拡大家族であれ

ば,片 親 の欠如や不在 も祖父母や親の兄弟などによる保護や支援 といった補

充機能が可能である。 しか し,核 家族では家庭 の創造や子 どもの扶育は夫婦

の責任 と主体性に任され る。核家族構造 じたいの解体 しやすい脆弱 さが,離

婚,別 居,遺 棄な どの現象を生 じやすい。 と同時に,い ったん形成 された単

親家族の生活上の困難は,補 充機能も得 られない場合が多 く,さ まざまな生

活上の障害が予想 され る。

単親家族 の問題性は,そ の形成原因,家 族構成,家 族 のおかれた社会的地
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位状況,あ るいは周囲の対単親家族対応のあ り方 などの相違に よりさまざま

である。 しか し,全 般的には,家 族全体の生活過程,親 子関係,情 緒 ・愛情

関係,対 社会的関係での変化,そ して困難や障害がみ られやすい。 まず家族

全体では,母 子家庭は,主 た る生計担当者たる父親の欠如が基本的条件であ

り,経 済的扶養機能が とくに問題 となる。育児に手のかかる乳幼児のいる場

合には殊更である。極 く僅かな例を除けぽ,悪 条件での就労,低 収入の状態

にあ り,生 活困難に陥 りやすい。経済的不充足性が子 どもの非行や性格 のゆ

がみ,あ るいは母親の心身 の疲労や荒れを もた らしやすい。父親 との死別家

族では,親 族や世間の同情や援助 もまだ得 られやす く,家 族 内の結束はかえ

って強 まり困難克服の志気が高 まることもある。離婚,遺 棄,別 居などの葛

藤か ら崩壊を経た母子家庭では,家 族全体に深刻複雑な後遺症を残す ことも

多い。親子関係では,母 親による父役割代替には限度があ って補 充 し き れ

ず,強 い精神的,理 性的支柱の欠如に よる子 どもの人格形成面での不足 ・不

適応が生じやすい。情緒関係では,母 親 の愛情や性 の充足機能の喪失か ら情

緒不安定,孤 立感,欲 求不満が嵩 じがちだ。社会的関係では,死 別 の場合は

周囲か らの同情や激励があ るが,生 別 の場合には,人 々の好奇心,偏 見,蔑

視な どの対象にされやすい。社会的交流範囲は狭め られ,対 人関係 も円滑に

行かな くな り,極 度な緊張やス トレス状態に置かれ ることにもなる。離婚者

や未婚 の母 の家族な どは ことさらである。

次に,父 子家庭は主 として家事 ・育児な どの家庭管理担 当者た る母親の欠

如が基本的条件である。経済機能は母子家庭 に比 し障害は少ない とみ え る

が,乳 幼児 などがいる場合はに,父 親が育児に手を とられ就労が 阻 害 され

て,経 済機能 も破綻す ることもある。父子関係では,子 どもとの接触不足,

不備 も加わ って,子 どもの人格形成上に愛情不足か らくる情緒精神衛生面で

の欠陥を生 じやすい。母子家庭に比 し,父 親 の再婚の可能性 も大 きく,社 会

関係で も偏見や差別は少ない とみえるが,下 層の場合には心ずしもそ うはい
s.ない
。む しろ,普 通の母子家庭 よりも悪い状態に陥 り,強 まる父親 の無力

感,社 会的孤立感,淋 しさか らアル コール依存や父子心中へ と走 る危険性 も

大 きい。事故,疾 病,低 所得,甲 斐性な しなどの理 由で妻に家出蒸発 された

り,離 婚 された父子家庭は幼い子 どもがいる場合なぞ特に惨めである。

単親家族の生活障害や困難は,以 前 の伝統的直系的家制度や家族観 のもと

では,親 族的な保護支援に より解決可能であった。しか し,今 日の夫婦中心

の家族制度や家族観のもとでは,母 親や父親個人の努力や責任にまかされ る

＼
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場合が多い し,そ の不足は社会保障制度に よる援助に頼 らざるを得ない。い

わば片親たち自身の努力や責任 と社会保障制度 の拡充整備が ともに必要であ

る。 しかし,現 実には単親家族 は,母 子家庭が圧倒的な割合を占めることと

ともに,様hな 福祉制度上 の対応不備がみ られ,通 常の両親家族に比べ多大

の生活障害がみ うけられ る。

今 日,単 親家族は,か ってもっとも多か った死別理 由に よるものか ら,生

別,こ とに離婚によるものが多 くな り,未 婚の母 も著 るしい増加 ぶ りで あ

る。ちなみに全国統計に よ る と(「全国母子世帯等実態調査」厚生省……昭

和48年 ・53年実施),女 手 一つで満20才 未満 の子 どもを扶育 してい る母子世

帯 は,63万3700世 帯で,全 国総世帯数の1.8%に 相 当す る(53年)。48年 に比

べ7,500世 帯 の増加である。形成理由も,48年 には全体の6割 強を死別(事

故死 ・病死)が 占めていたが,53年 には約半数に減 り,代 わ って離婚 などに

よる離別が4割 に,ま た未婚 の母 も5%に と48年 より倍増した。

父子家庭は,ま だその生活実態調査す らよくは行なわれていない現状であ

る。母子世帯についてはまだ しも後ればせなが ら社会福祉関係法が設けられ,

決 して十分には整備されていな くとも,あ る程度の社会福祉関係 の保障制度
ヒ

がある。 しかし,父 子家庭に関しては, 、きわめて対応が遅れ,そ の実態調査

の必要性についてす らなかなか認識 されず,実 行 も僅かな自治体にみ られ る

にす ぎない。保障制度はいまだにほとん どない。母子家庭数 よりは るかに少

ないが,そ れゆえに一層不利な状態に置かれてるい。それでもよ うや く関心

の兆 しがある。少 々旧いが(昭 和45年 国勢調査)全 国父子世帯数は,10万

5,000世 帯で,う ち15%の1万6,000世 帯 に6才 未満児がいた。母子家庭に比

し,父 子家庭の経済的扶養能力は概 して良好で,低 所得による生活障害は少

ない とrに 考え られてきた。それが今 日まで社会福祉面での対策な どか ら

除外 されてきた理 由でもあった。

しかし,今 日の都市化,核 家族化,雇 用化の進展に よる職住分離な どの諸

条件 と生活 の複雑化は父子家庭を増発 し,問 題を発生 させ親族 レベルでの解

決 を不可能にさせ るようになった。今や父子家庭は,母 子家庭に優 るとも劣

らぬ深刻な問題を顕在化 させて ぎてい る。

単親家族 の実態調査 も,母 子家庭はまだしも父子家庭については きわめて

少 ない。昭和49年 に神奈川県が,昭 和47年 と53年 に東京都がそれぞれ 「母子

・父子世帯生活実態調査」を行 ったのが挙げ られ る。

高知県 とりわけ高知市は,全 国一高い離婚率で知 られ,単 親家族の発生率
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もかな り高い と思われ る。本稿は,高 知市の母子家庭,父 子家庭を対象 とし

た生活実態調査の一部 についての整理報告である。高知市の母子 ・父子世帯

についての最近 の既存の資料 としては,昭 和51年 の統計での父子世帯数(児

童福祉法にい う18才未満の児童 と実父お よび養継父 のみの同居世帯。他に同

居親族のあるものは準父子世帯)、が,76世 帯(準 父子世帯を含む)で あ り,

高知県全体は558世 帯で うち準父子世帯を含 まない父 と子だけの世帯は327世

帯であ った。 また,高 知市の全母子世帯数は51年1月 が3,154,52年4月 が

3,250,53年10月 が3,400(高 知市厚生課母子福祉係調べ)と 年 々逐増 してい

る。

高知県そして特に高知市の高い離婚率は単親家族発生の最大要因 と推定 さ

れ るが,ち なみに高知県お よび高知市 の離婚率の推移を見てみ よう。高知県

の離婚率は,戦 前から全国水準 より高い水準を保ち,と くに戦後 の昭和25年

から42年 までは,率 そのものはほぼ横 ぽいなが ら,他 との比較順位 では毎年

連続 トップを占めてきた。43年 以降は北海道についで全国で2位 の水準にい

る。しか し,高 知市は,他 のどこよりも高い離婚率を示 し,全 国平均をはる

かに上回る。すなわち,昭 和32年,42年,52年 と10年 毎の率推移ではそれぞ

れ,1.5,1.8,2.51で あるが,全 国平均ではそれぞれ0.79,0.84,1.14で 高

知のほぼ2分 の1と 低率であった。さらに,年 々離婚率は上昇をみてきたの

である。 とりわけ昭和52年 には,全 国都道府県中第一位 の北海道 の1.73を は

るかに上 回る2.51を 示す。

高知県,と くに高知市の高離婚率 の原因は,大 き く三つがあげられるとい

う。一つは県民性 とか風土性であ り,激 情性,頑 固,非 妥協的,新 しが りや

であ ぎっぽい,反 中央権力志向性,進 取性など(こ れ らを総称 して方言で男

はい ごっそ う,女 ははちきんなどと称 され る,飲 酒を大変是 とす る風土など

である。二つはきわめて高い女子の稼働力 ・生活力である。県民性に加え,

強い女子 の稼働力が夫婦葛藤の原因にな り易 く,夫 の甲斐性無 さや飲酒癖な

どが原因で妻にみかぎられ る離婚が多いのも特徴 である。三つは,経 済的要

因 としての貧因があげ られ る。高知は産業基盤が脆弱で貧 し く,近 代工業化

が発展 していない。貧 しさと特有の県民性が家族解体を容易にし,単 親家族

発生の背景 ともな っているといえる。

2.調 査の方法 と対象

調査対象地の選定はつぎのとお りである。調査経費その他 の 都 合 に よっ
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おおまち

て,中 心市街地の 「大街」地区を二つ選定 し,そ こに居住す る配偶者の無い

者で現に20才 未満の子 どもを扶養 してい る男女の世帯(母 子 ・父子)を 悉皆

調査 した。ただし,父 子家庭については上記地区だけでは予定数が得 られな

か ったので,大 街を さらに広げた。対象者は住民台帳 よりコソピューターに

入れ られているものである。'

調査対象世帯は母子世帯248,父 子世帯89で 質問紙に よる面接調査を昭和∫

54年7.月 上旬に行 った。対象者 の勤めによる不在,出 稼 ぎ転居,再 婚な どかな

り抽出サソプルの移動や変化 もみ られ調査不可能なものがかな りあ った。結

局,有 効回収票は,母 子世帯181(73.0%)父 子世帯46(51.7%)で あ った。

3.調 査 結 果

本稿では,単 親家族を母子 ・父子に区別 し,そ れぞれの形成理由,年 齢や'

結婚期間,単 親家族形成後の期間,子 ども数など単親家族 の生活適応に大 き

く影響する条件をまず とりあげ る。次いで単親家族 と生活 の諸側面,す なわ

ち健康 状態,職 業生活 と経済生活,住 居 と居住条件な どに触れ る。本稿での

調査結果の分析は,紙 幅の関係などに より,他 の同種調査結果 との比較検討

を交 えての単純素集計だけにとどまっている。 さらに実施 された調査諸事項

の一一部であ るし,単 親家族のむ しろ親に関す る生活の側面を とりあげ,子 ど

もに関す る事項には触れていない。

本調査 と比較対照するための他 の同種調査資料は,東 京都民生局が昭和53

年7月 に実施 したr母 子 ・父子世帯生活実態調査』(東 京都民生行政基 礎 調.

査)な らびに,横 浜市民生局が昭和49年6月 に実施 したr母 子 ・父子家庭生

活実態調査』の結果報告である。

(1)単 親家族形成にともなう理由 ・条件

単親家族形成 にともな う理由や さまざまな,条 件は,単 親家族にな ってか

らの生活に きわめて大 きな形響を与}る と思われ る。す なわち,単 親家族形

成の直接原因や年齢,結 婚 ・同居期聞,子 どもの数や年齢や家族構成は単親

家族の生活 のあ り方を大 きく左右する。

そ こでまず,高 知市本調査 の母子家庭にな った理由では(図1),配 偶 者

との 「生別」が78。5%で 約8割 を占め,「 死別」は19.9%で 約2割,・ 圧倒的

に 「生別」す る者が多い。なお 「離別」の中では.「 離婚」が67.4%と きわ

めて高 く,東 京 ・横浜,全 国 と比べ異様に高い。 「死別」の中では 「病死1

が他にまさる。
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図1母 子世帯 になった理由別、母子世帯割合の比較(100%)

事 故 死31
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次に,単 親家族を形成する単親達に関する諸条件あるいは諸状況について

は ど うか とい うと(表1),ま ず単親世帯主達の現在の年齢構成 で は,母 子

家 庭は30代 が52.2%で 過半i数を占め,つ いで40代 前半が22.1%,40代 後半が

12.7%で,40代 は合計34.8%で30代 に次 ぎ多い。結局母子家庭の母親達 の87

%は30代40代 であるとい うことになる。20代 や50代 はぎわめて少 ない。 これ

・は,50代 にもなると,子 どもが18才 以上に達 していわゆ る母子家庭 とい う条

件に合致 しな くなることも関係してい る。

父子家庭はど うか とい うと,や は り30代 が最 も多 くて過半数,次 いで40代

が34.8%で あ り,母 子家庭 とほぼ同様な年齢構成だ といえる。

(2)結 婚 ・同居期間 と単親期間

単親達は,以 前配偶者 とどれほ どの期間結婚 ・同棲な どのいわゆる同居を

していたか(表2)と い うと,母 子家庭では3年 以 内が合計24.9%で 約5分

の1,4～6年21.0%,7～10年20.4%,そ して10～14年 経 た者が23.8%で あ

る。約7割 弱が10年 未満 とい うことになる。東京の場合は,5年 未満21.1%,

5～10年 未満29.3%で,い わば10年 未満は約5割 にな り,高 知市の方が結婚

伺居年数が短い。これは高知の方が離婚 などの生別が多いせいと考}ら れ る。

父子家庭では結婚 同居後4～6年 が28.3%で 最 も多 く」7～9年 が23.8%

で これに次 ぐ。約半数は結婚同居後10年 未満に父子家庭にな っている。東京

との比較では,東 京が5年 未満17%,5～10年 未満28.3%で 合計10年 未満

は,43.3%で 高知 より少い。

次に,単 親家族を形成 して以後 どれ位の期間を経過 しているかをみ る(表
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表1単 親の年齢 ・学歴

響事 項 人

総 計%

単
親
の
年
齢
構
成

24才 以下

25^29才

30～34才

35～39才

40～44才

45～49才

単

親

の

学

歴

50才 以上

小 ・中 学 卒

高 校 卒

短大 ・専門卒

大 学 卒

不 就 学

不

N

明

A

その他の学校

母 子 家 庭 父 子 家 庭

高知司 鯨 都障 浜

181

100

1
(0.5)

6
(6.5)

47

(26.1)
47

(26.1)

40
(22.1)

23
(12.7)
11
(6.0)

54
(29.S)

109
Cso.2)
11
(6.1)

2

(1.ユ)

2

(1.1)

1,124

100

11
Cr.o)

69

C6.1)

159
(14.1)

26a
(23.1)

271

(24.1)

227
(2D.2)
127
(11.3)

416
(37.3)

481
(42.$)

72
(6.3)

46
(4.1)

2

Co.2)
XO7
(9.-3)

1,110

100

10
Co.9)

67
Cs.o)

179
(16.1)

226
(20.5)

277
(25.0)

191
(17.2)

X59
(14.3}

534
(4H.1)

450
(40.5)

}
63
C5.7)

3
(Q.3)

31
C2.s)

29
(2.6)

高知司 鯨 都 横 浜

46

100

0

(0)

3

(6.5)

12
(26.1)

12
(26.1)

9

(19.6)

7
(15.2)
3
(6.5)

17
C37.o)
13
CZs.o)

2

(5。0)

7

(15.0)

7
(15.0)

225

100

1
(0.4)

6
(2.7)

25

(11.1)

40

×17s)

44

(19.6)

59
(26.2)
50

(22.2)

105
{46.6)

72
(32.4)

6

(2.7)

27

(ユ2.0)

14
Cs.2)

428

xoo

2

Co.5)

12
(2.8)

41
(9.6>

63
(14.7)
104
(24.3)

111
(25.9)
94
(21.9)

234

::4.7}1044.3},
}
66
(15.4

2

Co.s)
21
(5.2}

2)。 母 子 家 庭 では,1年 未 満 は3.9%(東 京10.5%),1～2年11.0%(東

京11.3%),2～5年 未 満28.7%(東 京26.2%),5～10年32.6%(東 京28.6

%)で あ る。 しか し,10年 以 上 の長 期 間 に わ た る者 が2割 もあ り,5人 に1人

の割 で あ る。 父 子 家 庭 で は,1年 未 満 が15.2%(東 京13.8%),1～2年 未

満26.1%(東 京12.9%),2～5年 未 満3ZO%(東 京31.1%),5～10年 未 満

/
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表2単 親家族の形成前乏後

継職
＼
・

結
婚

・
同
居
期
間

単
親
家
族
に
な

っ
て
か
ら
の
期
間

婚
姻
届
出

0

1年 以 内

1～3年

4～6年

7～9年

10～14年

15年 以上

NA

6ケ 月未満

6ケ 月～1年 未満

1～2年 未満

2～5年 未満

5～10年 未満

10～15年 未満

15年 以上

NA

昏

昏

女

女

律

狸法

法

非

母 子 家 庭 11 父 子 家 庭

高知市 棟 京都

181

100

3
C1.7)
2
C1.1}
40
(22.1)
38
(21.0)
37
(20.4)
43

(23.8)
18
(9.9)
0

1
{o.s)
6

(3.3)
24
(11,0)
52
(28.7)
59
(32.6)
36
{19.9)
4
(2.2)
3
C1.7)

ユ54

(85.0)

27

(15.0)

1,X24

100

}}:ill
282
(25.0)
267
(23.8)
9
(0.8)

55

(4.8)

63

×5.7)

127

(11.3)

294

(26.2)

322

(28.6>

203

(18.1)

54

(4.8)

6

(0.5)

高知市1東 鄭

ハ0

(U

4

0工

1
(2.2)
8
(17.4)
13
(28.3)
11
(23.8)
8
(17.4}
5
Clo.9)

4
Cs.7)
3
(6.5}
12
(26.1)
17
(37.0)
7
(15.2)
3
(6.5)
0

44

(95.7)
2
(4.3}

225

100

}}::1::

53

×23.S)

69

(30.9)

12
(5.3)
19
Cs.4)
29
(12.9)
70
(31.1)
66
(29.3)
26
(11.6)
2

Co.9)
1
(0.4)

15.2%(東 京29.3%)な どで あ る。 高 知 で は 父 子 家 庭 形成 後5年 未 満 に78.3

%が 集 中す るが,東 京 で は57.8%で あ り高 知 の方 が2割 も多 い。 しか し,5

～・10年未 満 に な る と高 知15 .2%だ の に東 京 は29.3%と 約2倍 に な る。 高 知 の

父 子 家 庭 期 間 は母 子家庭 の長期 間型に比 し,短 細 罰集 中型 で あ る とい え る。
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(3)学 歴 ・婚姻関係のあ り方

単親家族形成以前 の同居や結婚は,事 実婚か法律婚かを届出の有無でみる

く表2)。 この法的婚姻届け出の有無は,わ が国の婚姻 の現状あるいは家庭生

活 においては,ま だかな り重要な意味合いを持つか らである。家族 内葛藤→

解 体→単親家族 の形成へ,さ らに未婚の親 の発生な どへ と大 ぎく影響す るか

らである。調査では,母 子家庭181人 中85%の154人(表2)は 正式法律婚で

あ る。父子世帯は95.7%に 相当す る44人 が法律婚で,非 法律婚は ご く僅かの

2人 にす ぎない。 また,単 親達の学歴は(表1)と い うと,母 子家庭 では,

中卒が約3割 に対 し高卒が中卒のほぼ2倍 の6割 である。父子家 庭 が 中 卒

37%で 約4割 弱,高 卒が28%で 約3割,大 卒が15%と い う分布を持つの と対

比 して興味深い。東京都 との比較 では,東 京都 の母子世帯では,高 卒が42.8

%と 最 も高 く,次 いで中卒33.3%で 短大や大卒 も合わせて10.4%の 約1割 強

いる。 したが って,高 知 の母子世帯は短大や大卒 も少ない代わ りに,中 卒 と

高卒でほ とん どが占め られ,と りわけ高卒は東京 よりはるかに高い率を示す

点に特徴がみ られ る。つま り,学 歴のみで速断はで きないにして も高知の母

子家庭は,父 子家庭 よりも他都市 よりもかな り高度な自立 し うる力を持 った

母親世帯主 の可能性を うかがわせる。

(4)健 康状態

健康の良否は,あ らゆる人間生活上の基盤である。単親家族では,単 親が

すべて家計のあるいは家政の中心者 としてさまざまな役割を負担 し遂行 しな

ければな らない。それだけに過重にな りやす く殊に他に補充役割を果 して く

れ る祖父母な どの同居 しない核家族では,い っそ う健康 状態が大切な条件 に

なる。健康が害なわれれば家庭生活上の障害が生起する。

そ こで健康状態についてみると(表3)母 子世帯 では 「良好」 と}た も

のが82.3%で ある。 「加療中」 と 「臥床中」を合わせ ると14.3%,他 にご く

僅かに 「障害者」がい る。母子世帯の母親達は概 して健康だが,病 気で床に

っいている者 もい る。父子家庭は 「良好」な者が8生8%で,床 についている

率 も少ない ようだ。

また,単 親家族になる以前 と以後 とでは,ど のよ うに健康状態が変化 した

のだろ うか。(表3)で み るよ うに, ,以前 より(単 親家族 になってか らの方

が)「 丈夫にな った」 と答 えるのはさすがに少な くて母子世帯では11.6%で

ある。 これなぞは単親状態が以前からの解放 と新生活への奮起 のきっかけに

な った といえる場合なのだ ろ うか。一方,「 変わ らない」のが最 も多 くて7
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表3健 康 状 態 (高 知市)

一 」母 子 家 庭 ー1 父 子 家 庭

健
康
状
態

(現
在
)

総 数 ・8・人(…)%1}46人(…)%

前
と
の
比
較

単
親
家
族
以

好

中

中

者

他

A

療

床

害

の

良

加

臥

障

そ

N

た

い

た

A

臨
鵠
夫

く

丈

変

弱

N

149、(82.3)

6(3.3)

20(11.0)

2(1.1)

1(0.6)

3(1.7)

21(11.6)

126(70.2)

3Q(16.6)

3(1.6)

0
り

(U

2

0

3 (84.8)

(4.3)

5(].0.9)

2{4.3)

32(69.6)

7(15.2)

5(10.9)

割が該当す る。以前 より 「弱 くなった」者 も16.6%い る。父子家庭ぽ,「 変

わ らないのが69.6%の 約7割 弱,「 弱 くな った」のは15.2%で,ほ ぼ健康状

態は 「良好」で以前 より強 くはな りはしないが,「 変わ りない」 とい う状態

が うかがえ る。母子世帯は,父 子世帯に比較 して,「 母子家庭になる以前の

方が丈夫」な傾向が うかがえるが,母 子家庭にな って以後の過重負担に よる

精神的 ・身体的な苦労や疲労が感 じられる。

(5)就 労 と経済生活

母子家庭は,主 たる経済的生計負担者た る父親 の欠如 ・不在に よって,生

計維持 と家事 ・家政管理の二重役割を一人で果 さねばな らない。生計維持 に

は,年 金,金 利,生 活保護,児 童手 当,恩 給,仕 送 りな ど社会福祉あるいは

私的な面での恩恵を受け ることも考 えられ るが,そ れ以外は何 らかの職業や

仕事につ ぎ勤労収入を得なければな らない。 これ までの慣習な どの影響で,

女性は家事 ・育児に と家塵の中での仕事を優先 させるか ら,母 子家庭になっ

た場合には,家 庭に専念 したことで中断 された職業な どに再就職 した り,新

たに職を求めねばならない。概して30代40代 の中高年層の多い母子家庭は,

困難な雇用状況に直面す ることが多い。た とえ運 よく就職できたにしても,

概して不利 ・不安定 な雇用条件や賃金条件に置かれやすい。低収入の中で家

庭での責任 も加わ って心身共に疲労す ることに もなる。

1.就 労の有無 ・就労形態

母子家庭 の うち,「 就労」 している母親(表4)の 割合はかな り高 くて約
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表4単 親の就労状態遜
事 項＼ 些 域

就
労
有
無

就

労

形

態

仕

事

の

満

足

度

総 計 糞

就 労

非 就 労

就 労 総 計

自 営 業

常 用 勤 労 者

パ ー ト

日

臨

雇

時

家 族 従 業

そ の 他 内 職

不 明

非 常 に 不 満

か な り 不 満

どちらともいえぬ

ま あ 満 足

大 変 満 足

N A

母 子 家 庭

高知市 鯨 都障 浜市

181

100

164
(90.6)

x7
9.4)

164
Cloo)

44
Cgs.s)

69
(42.1)

27
(16.5)

7
(4.3)

3
(1.S)

S
(4.S)

6
(3.7)

6
C3.7)

23
(14.0)

52
(31.7)

74
(45.1)

6
(3.7)

3
Cx.s)

1,124

100

972
{86.5)

152
(13.5)

972
Cloo)

164
(16.9)

496
(51.0}

}
244
(25.1)

15
(1.5)

53
(5.5)

1,110

100

899
Csl.o)

2Z1
(19.0)

899
Coo)
113
Clo.Z)

504

(45.4)
X45
(13.1)

27
(2.4)

39
(3.5)

50

(4.5)

21
(1.9)

父 子 家 庭

高知司 鯨 都 横浜市

46

100

43
(93.,5)

3
(6.5)

43

Cloo)

14
(32.6}

25
(58.1)

1
(2.3)

1
(2.3)

2
(4.6)

1

1
(2,1)

7
(15.2)
8
Cxs.s)

22

(51.2)

5
(10.9)

0

　O

nU

2

0

9
μ

噌⊥

206
(91.6)

19
(S.4}

Zos
(100)

61
(29.6)

131
(63.6)

11.
{5.3)

Ci.o)

(0.5)

428

100

405
(94.6)
23

(5.4)

405
<ioo)

64
(14.9)

285
(66.6)

1
{o.Z)

22
(5.1)

19
4.4}

3
Co.7)

11
(2.6)

9割 であ り,東 京をしのいでい る。父子家庭の就労率 も同じ く東京を上回っ

ている。母子家庭 の母親の就労形態は(表4),「 常用勤労者」が42.1%を 占
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めるが,東 京のほぼ5割 に比べればいささか少ない。 また高知 ・東京共 に父

子家庭 の方が母子家庭 よ りも常用勤労者が多い。 劇 ヒ;一 般に中高年婦人に

多い 「パー ト・日雇い ・臨時」 も合計す ると22.6%で ある。東京や横浜 の母

子家庭 と分類 のしかた も異なる面 もあって,一 律に単純 に比較対照できない

面があ るにしても,高 知市の母子家庭の母親の多 くが働 らぎ,自 営業や常用

勤労者に集中してい る。母子世帯の母親181名 中不就労者が17名 い る。10人

中9人 は何 らかの形で働いている中での不就労は何故なのか。 この理由を不

就労者に聞いてみた ところ,母 親では,「 病気がち」 と答えた者8人 で最 も

多 く,他 には 「育児」 「職がない」 「雇用先都合」な どの答えが散見され,

「経済的ゆ とりがあるか ら」 と答えた ものは皆無である。 これは ごく僅かだ

が,父 子家庭で もほぼ同傾向の回答である。

2.就 業事情 ・満足度

配偶者を欠如 させ単親家族にな った ことを契機にして通常何 らかの職業に

関す る事情が変化す るのではないか。すなわち,母 子家庭ならば,夫 を失 う

ことに よって今まで就労 していなか った妻が就労 しはじめるとか,既 に勤め

ていて も職場を変}た り,職 種 を変えた りする場合 もあろ う。そ こでまず職

業変化 の有無についてであるが(表5),母 子家庭 の うち 「有」 と回答 した

ものはほぼ6割(107名59.1%)で,残 り4割 が 「無」である。父子 家 庭は

87%が 「無」で 「有」は僅かに13%で あ り,父 子家庭 の父親 の職業は,母 子

家庭の母親の職業状況 よりもかな り安定 しているし,離 ・死別に よる形響は

表5単 親の就労にともなう事惰(高 知市)

族

数

家

」

親

　

単
＼
総

な

》
職
業
変
化

鞠
欝
妨
(職
響

墾

N

有

無

A

て
職

て
職

て
職

A

智

㌻

愛

計

に
笈

に
笈

に
変

親
そ

親
そ

親
毛

単
以

単
以

単
以

N

母 子 家 .庭

181人(100)%

107

73

1

(59.1)

(40.3)

Co.6)

7S

21

1

-
⊥

7
・
01

(72.9)

(19.6)

(6.6)

Co.9}

父 子 家 庭

46人(100)%

ρ0

∩
V
4

)

ヘ
ノ

O
J

7
-

-
⊥

0
0

(

(

4

2

計6

(66.7)

(33.3)
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少 ない とみ られ る。

また,そ の職業変化 のあ り方を 「有」 と答えた者に答 えさせ た の で は,

「単親になって以後に」就業を余儀な くされた ものが圧倒的に多い。後は母

子家庭になってか ら転職 した者が107人 中2割 近 くいる。

現在就労中の仕事に対する満足度については(表4),「 まあ 満 足」 して

～・るが母子家庭の場合には45.1%,「 どちらともいえぬ」のが31.7%。 いず

れ にしても,「 満足一(諦 念的あきらめ)」 が顕著であ り,「不満」組は,「 か

な り不満」 も 「非常に不満」 も含めて17.7%し かない。そして 「どち らとも

いえぬ」はほぼ3分 の1弱 に相当するのは,生 活のため第一に働 らく母親達

・は,冷 静に 自分の仕事 のあ り方を判断 し相対的に位置づけ検討す る余裕がな

かなか持てない ともいえる。それゆえ,ど う評価 して よいかさえわ らな くか

な るとい う・こともあ りうるだろ う。 ところが父子家庭では,「 大変満足」は

さすカミに少 な くて1割 程度であ るが,最 も多い 「まあ満足」51.2%と 合計す

ると,父 子世帯の6割 は 「満足型」になる。ただ この内容の意味は,職 業や

収入あるいは家族構成な どと対比 させてみ る必要があるが,父 親 達 の 場 合

は,配 偶者 との離別で仕事 との関わ り自体が変化す るとい う傾向は母親達の

場合 より少ない こと,家 庭 内の家事 ・育児 の負担が何かの方法によって軽減

され,解 放 されれば,仕 事 の不満度 も軽減 され ることもあろ う。 もっとも,

父子家庭の17.3%は やは り 「不満型」なのであ る。

そ こで,そ の不満理 由を聞 くと,母 子家庭では,「 収入が少ない」19人,

仕事が 「自分に合 っていない」7人,就 労 の 「時間が長い」7人 などとな っ

てお り,そ の他 として,「 不安定」 「子 どもの世活」 「疲れる」 「不規則な

どを挙げた人がい る。父子家庭では,「 収入が少ない」6人 が 目立ち,後 は

「職場の人間関係」 「勤務先 の遠 さ」な どが僅かずつだが挙げ られ る。 この

満足度 とその理由について東京都や横浜では どうであろ うか。

まず東京 の場合,母 子世帯では,「 不満が無い」 と答えた者は38.4%で,

6割 の者が何 らかの不満を持つ。不満の内容は 「将来 の不安」 と 「収入 の少

なさ」が共に3割 強 で多 く,「 休暇が とれない」 などが これに次 ぐ。就労形

態 では,「 不満がない」のは 「常用勤務者」の4割 余 で最 も高い。次いで 「自

営 ・家族従事者」 である。 「パー ト・日雇い ・臨時雇い」な どは 「将来が不

安」 と半数以上が訴 えている。横浜市の調査でも,現 在の仕事ζ 「満足 して

い る」母i親は52.4%で 「不満足」な者カミやや少 くて47.6%で ある。常用勤務

者にやは り満足を示す者が多 く6割 弱だが,「 パー ト・日雇い ・臨時雇い」
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は満足 していない者が多 く,と りわけ 日雇いは最高で81.5%,臨 時雇い66.7

%,パ ー ト56.6%の 」頂で不満足度が表われている。

一方
,父 子世帯では,東 京に 「不満な し」が49.5%で ほぼ半数,後 半数は

何 らかの不満を持つ。横浜では 「常用勤務」世帯で7割 近 くの者が 「満足」

し,3割 弱が 「満足 していない」。臨時勤めでは,47.4%が 満足 し,52.6%

が不満であ る。 、

3.収 入 ・生活水準

母子家庭 の収入水準では(表6),年 収100万 円未満が最 も多 く51.2%,次

いで100～200万 円未満の32.5%で ある。200万 以上層は僅かに15%強 しかい

ない。父子家庭では母子家庭 より一段階ほど高 くて,100～200万 円未満が34

.8%で 最 も多 く,200～300万 円未満が21,8%で これに次 ぐ。 しか し,母 子家

庭 と大いに異なるのは,父 子家庭では400万 円以上層が17.4%も いることで

あ り,約4分 の1が300～400万 円未満の収入を得ているのに,母 子家庭では

同じ層は僅かに3.4%し かいない。母子家庭 の収入の低 さがわかると同時に,

父子家庭では,低 収入層 と高収入層 とかな り明確に分極 してい る傾向がみ ら

れ,豊 かな父子家庭 と貧 しい父子家庭がは っきりと別れるようである。それ

に対 し母子家庭 は概 して同じような最低水準を保 っている。

これ らの収入源は主 として母子 ・父子世帯共に9割 以上 の人達が働 く勤労

収入に頼 られてい るわけで あ る。その収入源の内訳では(表6),勤 労収入

以外の収入が 「有る」のが母子世帯では,81.2%だ が,父 子世帯では13.0%

であ る。 「無 し」はちよ うど逆 の形で父子世帯 の8割 弱に相当す る。では母

子世帯の勤労外収入源は何か とい うと,福 祉金が圧倒的で,181人 中135人

(74.6%)は 何 らかの福祉金を受けているのが 目立 った特 徴 で あ る。ただ

し,生 活保護は6.7%ほ どでさして多 くな く,貧 しいなが らも勤労収入を福

祉金支給で補充 しなが ら生活 している様子が うかがえる。東京都調査対象母

子世帯 での生活保護受給 では,全 体 の10.6%が,横 浜市の調査対象世帯 では

8.3%が 該当していた。それに比べ高知市の調査対象世帯の生活保護受給率

はさして高 くない。

4.単 親家族以前 ・以後の収入 ・満足度

単親家族になる以前 と以後では収入に変化があるか ど うか比較 させ て み

た。母子家庭ならば形態上は夫 とい う主たる収入確保者が欠如す るか ら,収

入減に よる欠亡感はぬ ぐえない と思われ る。 もしそ うだ とした ら,ど の程度

なのか,あ るいは変化はないのだろ うか。もちろん,外 部社会のインフレ,
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表6収 入 ・生 活水準(高 知市)

謹 計総＼＼項事
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}
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労
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生
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∠
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U
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(U
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0

1
占
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0

0
0

り
0

(4.4)

(30.9)
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Co.s)

父 子 家 庭

46人(100)%

6

6

0

4

8

2

1
⊥

-
⊥

C13.o)

(34.S)

(21.8)
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(17.4}

(4.3)
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AU4

(13.0)

Cs7.o)

2

3

2
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(152)

CSO.o)

(4.4)

(13.0)

(10.9)

(6。5)

7

15

15

S

li

物価上昇,そ の他実質的収入減 ・増要因 もあ り,単 親家族になった事が直接

収入増減の原因になるとはいえない面 もあ る。

まず母子家庭,父 子家庭 ともに 「変化なし」 とす る者が最 も多 く,母 子で

は37%が,父 子では半数がそ う答えてるい。通常は母子家庭 の方が変化が大

ぎい と思われるが,母 子家庭では約4分 の1の24.3%が 半分以下に減 った と

してい る。全般に母子家庭では 「減る」傾向が強 く,対 象者でも半数がそれ

を訴えている。それにひ きかえ,父 子家庭では,「 減 る」 としたのは3割 弱
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で,母 子家庭の減 り方に比べ ると茸だ余裕を感 じられる。

したが って,収 入についての満足度では,母 子家庭が 「やや不足」44.2%

だが,「 まあ足 りている」30.9%と きりつめ工夫をすることでカバーしてい

るような傾向が うかがえる。 「まった く不足す る」者は全体の2割 いる。父

子家庭でも 「やや不足」 と 「まあ足 りてい る」が同じで,揺 れ動いてい ると

思われる。

⑥ 単親家族の状況

1.家 族構成

まず,母 子家庭 の場合の家族構成 は(表7)「 母 と子」だけの純母子家庭

が873%で ほ とん ど大部分を占め,「 母 と子 と祖父母」な どの準母子家庭は

12.1%で ある。父子家庭は 「父 と子」だけの純父子家庭が80.4%,後 の2割

表 ア 単親家族の構成と住居条件

＼ 一髄 亀
事 頃＼ 地L璽_

家
族
構
成

子
ど
も
人
数
別
世
帯

総 脇
単親+子 ども

も

A

ど
母
子

・

+
父
親
祖
単

+

N

そ の 他

1

2

3

人

人

人

4人 以 上

N A

子ども総数

人一世帯平均
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(0.6)
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S
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1
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1
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1,124
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982
(87.3)
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C1.s)

999
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(32.1}
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(7.9)

24
(1.4)

i,705人

1.52人

1,IIO

100

942

×84.9)

124

(11.2)

44

{d.4)

X11

(36.0)

396
{35.7)

106
(9.5)

父 子 家 庭

高知司 鯨 都障 満市

46

100

37
(80.4)

9

(19.6)

25

(54.3}

19

(4工.3)

2

(4.4)

0

225

100

{
176
C7s.2)

44
(19.6)

5
(2.2)

190
(56.4)

X25
(37.3)

1S
(5.3)

6
(0.9)

339人

1.'51人

428

100

302
C70.s)

72
tr6.s)

54
(12.6)

126
(29.4)

124
{28.9)

42
(9.8)

1



単親家族の生活実態調査17

'
は 「父 と子 と祖父母」な どの準父子家庭である。いずれにしても高知の単親

家族は核家族世帯が多い。また母子家庭では子 どもが1人 だけ とい う家庭が

58.6%で 約6割,子 どもが2人 いる家庭が35.8%で,子 ども1～2人 の世帯

が94.4%を 占めている。ほ とんどの母子家庭が子 ども2人 まで とい うことに

なる。

父子家庭 でも傾向はほ とんど同じで,子 ども1～2人 の世帯が95.6%を 占

める。ちなみに東京 と横浜の調査 と対比 してみると,母 子家庭 では東京が純

母子世帯が87.3%,横 浜が純母子世帯が85.4%で あるか ら,高 知市の場合は

まだそれ以上であ り,完 全な母子核家族で,著 るしい都市型を示 している。

高知父子家庭は大都市型の家族型態だ とい}る 。 しかし,母 子家庭 より祖

父母などが同居 している傾 向は東京 ・横浜な どと同様に多 くみ うけ られ る。

2.住 居形態

まず所有形態をみ ると(表7),母 子家庭では土地付持家は24.3%で 最 も

多 く,次 いで民営借家が19.3%と 多 い。父子家庭では民営借家が最 も多 く

てIi%,土 地付持家は28.3%で これに次 ぐ。いずにしても,持 家は母子家

庭でも28.2%で,父 子 ・母子共に約4分 の1強 にす ぎない。残 りはほ とん ど

が公営や民営 の借家や アパー トに住み,中 でも木造モルタル住宅や民営借家

が多い とい}る 。

持家率比較では,高 知は母子 ・父子世帯 ともに東京や横浜 よりも低率で,
r

横浜が母子 ・父子共に最 も高率である。東京 ・横浜共に公営アパー トや公営

借家に住む者の率は低いが,高 知は概 して最 も少ない ようである。

住居空間を表わす一世帯当 りの室数をみ ると(表8),過 密居住状態 を 示

す2室 以下では,母 子世帯が24.3%(東 京47.5%,横 浜54%)で あ り,父 子

世帯は15.2%(東 京47.6%,横 浜49.5%)で 大都市 よりはかな り少ない。 し

か も,か な りの余裕を示す4室 以上は,母 子家庭で43%(東 京24.5%,横

浜20.9%),父 子家庭で56.5%(東 京24.9%,横 浜26.6%)で,い ずれ も大

都市 よりかな りの余裕が感 じられる。 しか も母子 より父子の方がい っそ うで

あ る。.

その他,単 親家族になる匠際 して,世 帯分離 とい った形で夫か妻が今 まで

の共同の住居を出てい く居住移動,あ るいは両方 とも別 の場所へ移動 してい

く場合カミある。本調査によると,母 子家庭にな っか ら転居す る者が7割 近 く

あ り,転 居後は以前 より居住空間が狭 くな った とす る者が4割,以 前 より広

くな った とす る者カミ3割 強,2割 が変化なしである。
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表8住 居 の 状 況

∵謎讐

住
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の
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総 脇
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433
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3
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2
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32
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3
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一方の父子家庭 では
,母 子家庭 と逆 に 転 居 しないでいる者が7割 近 くい

る。死離別いずれにしても,配 偶者を失 うことで,居 住状況 も以前 より程度
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を落した り,あ るいは別の ところへ住 み替えねばな らないのは,父 親 より母

親 の方だ といえそ うである。

4.要 約

以上,高 知市におけ る単親家族実態調査の結果を報告 した。 これはあ くま

で一部項 目の素集計,単 純集計に よる分折段階である。調査項 目は もっと多

く,と くに本稿では生活福祉面を載せ きれなか った。またクロス集計分析が

まった くなされなか ったがそれ らは今後ひきつづ き充実整備をはか るつ もり

である。以上 の分析を簡単に要約す る。

(1)単親家庭にな った理由では,母 子家庭 も父子家庭 も,配 偶者 との死別 よ

りも生別の方が多い。 ことに高知市では,母 子家庭の 「離別」が約8割 弱,

父子家庭 では実に9割 が相当す る。それ も中身は,離 婚が最大理由で,全 国

一の高い離婚率がそれを裏づけてるい。 とくに父子家庭は8割 近 くが離婚理

由からである。 これは特に高知単親家族 の顕著な特徴である。

(2)単親達の年齢構成 では,母 子家庭が30代 が半i数,40代 が3割5分 程で こ

れに次 ぎ多い。すなわち,母 子家庭の9割 近 くは30代 と40代 で構成 されてい

る。父子家庭はやは り30代 に過半数,40代 に3割5分 弱で母子家庭 とほとん

ど変わ らない年齢構成である。

結婚 ・同居 していた期間は10年 未満が母子約7割 弱,父 子約半数である。

単親家族 を形成 して以後の期間は5年 未満 の母子が53.6%で 過 半 数,父 子

が78.3%で ある。結婚年数 も浅い時期に小 さい子を抱 えた父子家庭が多い と

いえる。

(3)結婚 は,法 律婚であ った者は,母 子家庭中の85%,父 子家庭中の95.7%

のほ とんどである。学歴では,母 子家庭は高卒が大半の6割 を占 め る に 対

し,父 子家庭では中半の方が多 く4割 弱,高 卒は3割 であ り,母 子家庭は父

子家庭 より高学歴だ とい}る 。 さらに東京な どと比べても,母 子家庭は大卒

など少ないかわ りに,高 卒ははるかに多いのである。

(4)母親 の健康状態は,8割 余が良好 であるが,病 臥中や障害者の者 も7人

中1人 いる。父親は良好な者がほとん どで病臥中の者は少ない。単親家族 に

なる前 と後 とでは 「変わ らない」 のが母親の7割,父 親 の7割 弱。 しか し

「弱 くなった者」 も母親 に6人 中1人 い る。

(5)母子家庭 の母親 の就労率は9割 と高 く大都市東京を しの ぐ率である。就

労形態では自営業や常用勤労者に集中してい る。1割 程の不就労者に,病 気
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によるものが半数である。他は,育 児,職 がない,雇 用先都合などが不就労

理由だが`父 子家庭 もほぼ同じ傾向である。 これ まで職業を変えた ことのあ

るのは,母 親 の6割,父 親 の9割 弱であ り,母 親 の方が比較的安 定 し て い

る。 また,母 親では単親 になって後に就業 した者が圧倒的に多い。

仕事 の満足度では,概 して満足なのが母親に多 く,不 満なのは2割 に満た

ない。 どちらともいえないのが3分 の1も いる。父 子 家 庭 の父親 の6割 は

「満足型」である。不満な者の理 由では,「 収入 の少なさ」が第一で,「 性

に合わない」 「長時間」 「不安定」 「子 どもの世話」 「疲れ る」な どが母親

である。父親は,「 収入の少なさ」を筆頭に 「職場の人間関係」 「勤務先 の

遠 さ」な どである。

(5)収入では,年 収100万 円に満たない者が,母 子家庭 では過半数を占め,

100～200万 円未満 も3分 の1お り,母 子の85%は 年収200万 円未満 とい うこ

とになる。父子家庭 では100万 円～200万 円の層が3分 の1で 最 も多 く,400

万 円以上の者が2割 弱いて,約3分 の1は300万 円～400万 円未満を得てお

り,概 して母子家庭 よりは高水準 であ る。 また,父 子家庭では低収入層 と高

収入層に二極分解 してい る傾向がみ うけ られ る。母子家庭では,一 般に同じ

ような低水準を示 してい る。

また,勤 労外収入を母子世帯の8割 が得ているが,父 子世帯は逆に8割 が

得ていない。母子世帯の勤労外収入では圧倒的に福祉金が多 く,74.6%の 者

に相 当する。生活保護は僅少で1割 に満たない。 これは東京 ・横浜の生活保

護受給率 と比べても少ない率である。

単親家族 になる以前 と以後の収入め大 きさでは,「 変化なし」が母子で4

割弱,父 子で半数である。「半分以下に減 った」のが母子の4分 の1も い る。

父子では 「減 った」者は3割 弱で,母 子 より比較的安定 している。

収入の満足度では,母 子の4割 強が少 し不満足だが,3割 余は何 とか足 ら

せ よ うとし,2割 はまった く不足 してい る。

(6)家族構成は母子家庭では9割 近 くが母 と子だけか らなる純母子世帯で,

12%ほ どが祖母 ・父な どのいる準母子世帯である。父子家庭では,父 と子だ

けの純父子家庭が8割 である。高知の単親家族は圧倒的に二世代家族で東京

・横浜 よりもさらに多いのである。

子 ども数では,1～2人 の家庭が母子 ・父子共にほとんどである。

⑦住居の所有形態は,土 地付持家,モ ル タル,民 営借家が母子 家 庭 に 多

い。父子家庭では民営借家が最 も多 く,土 地付持家が これに次 ぐ。いずれに
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して も持家は母子 ・父子共に約4分 の1前 後の者にす ぎない。y-Lれは東京,

横浜 より低率であ る。

住居空間では,高 知 ・東京 ・横浜では横浜が一部屋住まいが母子に多 く過

密度が高い。/

高知で過密状態を示す2室 以下では,母 子の約4分 の1,父 子 の7分 の1

弱が相当するが,東 京や横浜 と比べるとかな り低 率である。4室 以上の余裕

派が母子で4割 強,父 子で5割5分 強 もお り,居 住空聞では大都市 よりかな

り余裕がある。

本調査研究は,文 部省科学研究費助成に基づく共同研究 「高知市における社会病理

の総合的研究」(昭 和53～55年.代 表 明治学院大学 大橋薫教授)の 一部を分担.

実施したものである。


